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福岡県立嘉穂特別支援学校

学校関係者評価

次年度の主な課題

ICT機器の不具合や故障には迅速に対応し、貸出簿等でＰＣ室の環境を調整してお
くことで、児童生徒・教職員がICT機器を日常的に使いやすいようにする。
児童生徒・教職員のＩＣＴ機器の適切・効果的な利用を促すため、タブレット端末や電
子黒板の使用方法や情報モラルなどについての研修を実施する。

学　校　運　営　計　画　（４月）

具　体　的　目　標

〇児童生徒一人一人の実態に応じた「わかる授業」を実践する。

〇校内における交流及び共同学習を推進し、子供相互の学び合いの機会を増やす。

〇文部科学省著作教科書（星本）の内容の周知と活用の促進を図る。

〇ヒヤリ・ハット事例の収集・分析及び効果的な活用をとおして、職員の危機管理意識の向上を図る。

〇災害時に備え、各家庭と協力し、児童生徒の実態に応じた防災備蓄品の準備を確実に行う。

〇児童生徒のけがの防止に努め、安全・安心に学校生活が送れるよう教育環境の整備に努める。

ICT教育の推進を図り、児童生徒・教職員
のICT活用能力を高める。

事前に教務課と打合わせをした上で、研究推進委員会で研修内容や研究推進方法
について検討し、全校の共通理解を図りながら研修を進める。

各課主催の研修会を集約し、教育活動や日常業務に効果的な職員研修を実施す
る。

報告・連絡・相談を密に行いながら、組織的な連携を図り、各業務に計画的に取り組
む。

研究主題のもと、教務課と連携しながら各教科グループの研究を推進する。

校務サーバ内のデータは常に整理整頓を心掛けるよう定期的に呼びかける。また、
個人情報の漏えいに努め、安全な場所にバックアップを保管する。
生徒ＦＳ内の容量不足を防ぐため、適切な運用ルールを定め、情報教育課職員で定
期的に整理を行う。

研究実践のための職員研修日を確保し、研修計画を立て、計画的に進める。

ＩＣＴ支援員の業務日誌や来校日カレンダーを活用したり、月報を作成したりすること
で、教職員がより効果的・積極的にＩＣＴ支援員を活用できるようにする。

昨年度の成果と課題

〇情報モラル教育の実施によりICT 機器の適切な利用に努め、効果的な活用を推進する。

【成果】
・２部体制への移行に伴う共通理解の促進
・２部体制への移行に伴う学校研究の軌道修正
・４０周年の準備に向けた協力体制の構築
【課題】
・「わかる授業」の実践
・校内における交流・共同学習の推進
・教科の系統性を反映させた新しい年間指導計画の作成と
活用
・星本の活用の促進
・情報モラルに基づいた ICT 機器の適切な利用及び効果的
な活用
・一人一人の人権が大切にされる学校風土の醸成
・２部体制による学部内・学部間連携の強化
・主幹教諭を軸とした部課長制の機能強化と持続可能な組
織運営
・学校教育研究を推進するための関係課・委員会との連携
強化
・個別の指導計画と通知表との連動
・校内支援体制の構築
・４０周年に向けた効率的な業務遂行
・校外学習における緊急時対応マニュアル（医ケア、発作）
の作成と活用
・ヒヤリ・ハット事例の活用による危機管理意識の向上
・児童生徒数増、工事関係に伴う安全の確保と教育環境の
整備
・各家庭による防災備蓄品の準備の徹底

学校教育研究に関する業務が円滑に進む
よう、企画・立案・実施する。

教職員一人一人の専門性と指導力の向上
を図るため、職員研修を企画・立案・実施
する。

学校運営方針

具体的目標

児童生徒の発達段階に応じた教育実践が
できる。

円滑な業務の推進に努める。

○全教職員の共通理解と連携・協働のもと、多様化する教育的ニーズを把握し、たくましく生きる力を育む指導内容・方法を工夫し、創意と活力に満ちた教育活動を展開する。
○地域社会、関係諸機関との連携を深めるとともに、地域から信頼され、地域に開かれた特色ある学校づくりに努め、地域における特別支援教育のセンターとしての役割を充実させる。
○学校と保護者が相互に連携・協働し、信頼関係を築く中で、教育活動の充実発展を図る。
〇全教育活動をとおして、ＩＣＴ活用を推進し、教育内容の充実及び校務の効率化を図る。

具　体　的　方　策

研修課と連携をとりながら、活用しやすい年間指導計画の様式の作成と改善および
内容の充実を図る。

個別の教育支援計画や個別の指導計画を基にした適切な授業評価と改善を図る。

系統的・教科横断的な視点に立ち教育課程の改善を図る。

統合型校務支援システムの管理面における整備及び活用の推進に努める。

業務内容を明確化し、効率的に仕事を進めることができる体制づくりを行う。

年　度　重　点　目　標

〇自他を認め合う活動を通して自己肯定感・自己有用感を育成するとともに、一人一人の人権が大切にされる学校風土を醸成する。

○２部体制（小学部・中学部）による教育活動を円滑に進めるため、学部内・学部間の連携を密にする。

〇個別の指導計画と通知表を連動することで業務の効率化を図る。

〇校内支援体制の構築と校外関係機関との連携強化に努める。

〇４０周年事業に向け、全職員が協力し、計画的・効率的に業務を遂行する。

○校外学習における緊急時対応マニュアル（医ケア、発作）を作成・活用し、緊急時対応の確実な実施に努める。

一人一人の可能性を伸ばす教育の実
践

学校組織の活性化及び業務の効率化
の推進

健康で安全な生活を送るための学校
づくりの推進

○教科の系統性を反映させた新しい年間指導計画の様式を検討するとともに、作成及び活用に向けた取組を推進する。

〇部課長制による機能的な組織運営を行い、計画的な人材育成を図り、持続可能な組織運営に努める。

〇学校教育研究を推進するため、関係課・委員会との連携を深める。

校務サーバ内のデータを整理し、個人情報
等の重要なファイルの紛失等、情報漏えい
の防止に努める。

学期に一度、各学部グループ担当が校務サーバ等のデータ保管場所を点検し、適
宜整理を行う。

　
　自己評価は

　　　　　A　：　適切である

　　　　　B　：　概ね適切である

　　　　　C　：　やや適切である

　　　　　D　：　不適切である

評価（３月）

１　教務課

２　研修課

３　情報
　教育課

手引きを活用しながら新転任者に対し必要な研修を計画的に実施するとともに、研
修をスムーズに運営できるよう主催者と連携して資料準備や機器の設置等を行う。

学部・グループや経験年数等を考慮した上で、計画的に県外出張を案内し、参加を
呼び掛ける。また、研修資料や報告書を回覧し、職員に還元できるようにする。

特２２



自己評価及び学校関係者評価を踏まえた今後の改善策

個々の進路に応じた十分な情報提供ができるように学校見学や施設見学を実施す
る。

各種機関からの案内やパンフレット等の集約・配布・回覧を行う。

PTA理事会や総会の運営補助を行う。

保護者と協力しながら広報部、厚生部、研修部のそれぞれの部において年２回程度
の活動を実施する。

学校保険に関する加入案内、入会補助、補償活用時の手続き補助等を行う。

新年度準備（職員室座席配置、内線番号の変更、職員一覧作成等）や教室配備品
の点検や整備を行い、環境整備に努める。

評価項目以外のものに関する意見

各学部グループのニーズに応じて外部専門家講師を招聘し、専門家の具体的な助
言を通して児童生徒の日頃の指導支援に生かす。

分掌内の業務分担を見直し、適切な進路指導ができるように努める。

身分証の作成やロッカー等の準備など、新転任者の歓迎の準備をする。

保護者からの多様なニーズに対して、適切
に情報を伝えられるよう提供の仕方や職員
研修を行う。

校内の人材を活用したり、事前にニーズの聞き取りを行ったりして、可能な限り複数
での教育相談や巡回相談、研修会の協力等を行う。

職員の業務を円滑に進めるために、環境
整備に努める。

PTA活動の推進を通して本校の教育活動
の活性化を図る。

地域における特別支援教育のセンター的
機能の充実を図る。

校内外に向けて特別支援教育に関する情
報の提供を行う。

進路指導や現場実習を通して、多様な選
択肢があることを指導し、適切な進路保障
に努める。

正確な情報が提供できるように、高等部や施設との連携を密接に行う。

本校の状況や職員のニーズに合わせた職員研修を行う。

進路情報の掲示や進路便りの充実等を通して、保護者や職員への情報提供を行
う。

保護者のニーズを把握し、他分掌と連携した進路研修に努める。

地域のニーズや特徴を把握し、適切な助言を行ったり、関係諸機関とつながりをもっ
たりすることができるように努める。

センター的機能の拠点校として関係諸機関との連携を強化する。

校内の支援体制を構築・周知し、効果的な支援を実施する。

校外への情報提供は、学校HPや地域支援だより、教育相談リーフレット等を通して
行う。また、夏季休業中に講師を招聘して特別支援教育講演会を開催する。

８　進路
　指導課

４　庶務課

７　教育
　支援課

５　生徒
　指導課

６　保健
　指導課

児童生徒指導の充実を図る。

児童生徒が安全に学校生活を送ることが
できる体制を構築する。

健康な生活を送るための学校づくりを推進
する。

安全な生活を送るための学校づくりを推進
する。

児童生徒が主体的に委員会活動・全校集会・児童生徒会・運動会等に参加すること
ができるよう、生徒指導課を中心に内容を十分に検討し、個々の力が発揮できる活
躍の場を設定する。

学校生活アンケートの結果から、児童生徒の特性の把握、 問題行動等の早期発
見・早期解決を図る。状況に応じて、「いじめ対策委員会」を開催し、課題の把握、各
関係機関との連携に努め、支援の方向性を示す等、体制の充実を図る。

生徒指導課が率先して、日常生活や学習の場で、生徒指導の三機能（自己決定・自
己存在感・共感的人間関係）を意識し た積極的な生徒指導を心掛ける。

緊急時において、組織的かつ迅速な対応を図るために、 危機管理マニュアルの見
直し及び共通理解を図る。

通学バス、放課後等デイサービス車両の安全な誘導や児童 生徒の安全な引き渡し
についてルールの徹底を図る。

児童生徒の変化に常にアンテナを張り、生徒指導課を中心に、児童生徒の情報収
集に努める。集めた情報は、必要に応じて学部や全職員に周知、共有し、諸問題の
発生時には、、迅速かつ適切な組織対応に努める。

教材や指導案等の共有化を図り、健健康教育の推進に努めるとともに、SCや外部
専門家をkou活用し、指導の工夫に努める。

感染症対策の推進を図る。（健康観察の徹底、マニュアル作成、PM2.5や感染状況
の情報提供等）

食に関する事故を防止するために、食物アレルギーや形態食、食中毒等の対応を
整理する。

校内のヒヤリハット事案を収集し、学校全体に周知していくことで、職員の危機意識
を高めることに努める。

隔月で校内安全点検を行い、事務室と連携し補修等を行う。（危険箇所の報告を即
時事務室に直接連絡することを周知し早急な安全対策の整備を行う）

衛生環境や緊急時体制を整え、安全な医療的ケアを実施できるよう努める。


